
 

 

 

（第２号様式）（用紙日本工業規格Ａ３横長型） 

神奈川県教育委員会教育長 殿 

提出日：平成 29 年３月 31 日  

学校名：県立平塚養護学校  

平成 28 年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 視点 
４年間の目標 

（平成 28年度策定） 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 

（２月 17 日実施） 

総合評価（３月 15 日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

・児童・生徒一
人ひとりの可能
な限りの自立と
社会参加及び社
会貢献をめざ
し、小学部から
高等部までの教
育内容を改善
し、一貫性・系統
性のある教育課
程を再編成す
る｡ 

①キャリア教育
の視点を盛り
込んだ個別教
育計画の見直
しを行う。 

②各学部内の連
携を重視した
一貫性・系統
性のある教育
課程を再編す
る｡ 

①各部門・学部におけ
るキャリア教育の観
点を盛り込んだ個別
教育計画の基準を作
成する。 

②各学部において児
童・生徒像の共有や
各教科等の目標の確
認を行うとともに、
小中高の連携を重視
した日課表等の見直
しを行う。 

①キャリア教育の
観点を盛り込ん
だ個別教育計画
を 作 成 で き た
か｡ 

②小中高の連携を
重視した日課表
等の見直しがで
きたか。 

③保護者アンケー
トの肯定的回答
割合 95％以上｡ 

①部門ごとにキャ 
リア教育の全
体像をとらえ
る構造表の素
案を作成でき
た。 

②部門長中心に
情報共有を行
い、学部間の
連携を図りな
がら、授業改
善を行った。 

①キャリア教育の視
点を個別教育計画
に盛り込みつつ、
引き続き理解しや
すい記述で作成し
ていく。 

②授業研究による組
織的な授業改善か
ら教育内容の改善
を図るとともに、
必要に応じた日課
表の見直しを進め
ていく。 

①②小学部から高等
部までの一貫性・
系統性のある教育
を展開するには、
教員の学部間交流
が必要である。 

＜保護者アンケート＞ 
97.3％が、キャリ
ア教育の視点に基
づく個別教育計画
の取組に肯定的な
評価 

①②部門ごとにキャ
リア教育の全体像
をとらえた構造図
を作成できが、そ
の構造図を個別教
育計画や各学部の
連携を重視した一
貫性・系統性のあ
る教育課程の改善
につなげていく必
要がある。 

 

①②キャリア教育の
構造図を活用して
個別教育計画を作
成するとともに、
公開授業や研究授
業の際にも構造図
の観点に基づいた
取組ができるよう
にし、日課表等の
見直しを行う。計
画的・定期的に教
員の学部間交流を
実施していく。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

・保護者との連
携に基づき、き
め細やかな指導
の実践に努め
る。 
・児童・生徒、
保護者からの学
びを大切にしな
がら、チーム力
を活用した授業
力の向上に努め
る。 

①保護者との連
携に基づき、
児童･生徒指
導・支援の実
践を進める。 

②児童・生徒、
保護者からの
学びを大切に
し、校内の人
的資源を活用
した授業力の
向上を図る。 

①校内の教育相談を充
実させ、保護者から
の情報を重視し、一
人ひとりの実態に応
じた指導・支援を行
う。 

②教育相談コーディネ
ーター、専門職、看
護師、栄養教諭、養
護教諭等の人的資源
を効果的に活用し、
指導を充実させる。 

①教育相談の窓口
を明確にし、保
護者の相談ニー
ズに適切に対応
できたか。 

②専門職等がケー
ス会議に参加し
適切な支援を行
うことができたか｡ 

③保護者アンケー
トの肯定的回答
割合 95％以上｡ 

①保護者・教員
向け通信を活
用した広報に
努め、保護者
の相談件数が
増加した。 

②相談内容に応
じて適切な人
的資源を活用
しケース会議
を実施した｡
校内の人的資
源を活用し研
修会を行った。 

①保護者通信等で広
報活動に努めるこ
とで窓口を明確に
していく。  

②相談内容に応じて
ケース会議に専門
職等が参加し、適
切な支援を進めて
いく。 

①教育相談の窓口を
明確にするよう、
通信を配付するな
どの取組を進めて
いるが、専門職等
に相談できること
を知らない保護者
がまだいる。 

＜保護者アンケート＞ 
97.9％が、学校と
保護者との連携の
取組に肯定的な評
価 

①広報活動により、
教育相談の窓口を
明確にしてきてい
るが、そのことを
知らない保護者も
いる状況がある。 

②専門職等を活用し
たケース会議や研
修会を実施してい
るが、より効果的
な活用により指導
の充実を図る必要
がある。 

①保護者への発信方
法を工夫し、広報
活動を充実するこ
とで、教育相談の
窓口を明確にして
いく。 

②専門職等を活用し
たケース会議や研
修会の機会を増や
し、各学部の授業
の充実を図ってい
く。 

３ 進路指導・支援 

・可能な限りの
自立と社会参加
をめざす進路指
導・支援を充実
させる。 

①可能な限りの
自立と社会参
加をめざし、
小中高を意識
した授業内容
や進路指導の
充実を図る。 

①校内・校外実習の充
実を図るとともに、
発達段階を意識した
児童・生徒のコミュ
ニケーション能力や
社会性を養う授業を
進める。 

②関係機関と連携し、
小学部の段階からの
進路に関する保護者
説明会の実施や教員
の施設研修等の充実
に努める。 

①児童・生徒が卒
業後に必要な力
を、各学部段階
で身につけるこ
とができたか。 

②保護者説明会の
実施回数と参加
者数、教員の施
設研修等の参加
者数。 

①教員向け進路
研修等を実施
し、卒業後の
生活や課題に
ついて意識を
高めた。 

②小中学部･高
等部の保護者
向けに、福祉
研修会を実施
す る と と も
に、福祉事業
所 合 同 説 明
会･見学会を
実施した。 

①教員向け研修会や
通信等を通して、
引き続き発達段階
を意識したコニュ
ニケーション能力
や社会性を養う授
業の取組を進めて
いく。 

②進路説明会の参加
率は、２〜３割、
福祉事業所合同説
明会の参加率は４
割となっているた
め、保護者通信等
を通して広報に努
めていく。 

①就労に向けて、正
しい生活リズムを
身に付けることが
できるよう意識付
けを行っていく必
要がある。 

②小学部の段階か
ら、進路説明会等
を通して、保護者
に対して進路に関
する情報提供がさ
れるのは有意義で
ある。卒業生の様
子を保護者に伝え
てもらえる機会が
あるとよい。 

①教員向け研修等を
通して、児童・生
徒の卒業後の課題
等について意識を
高めることができ
た。卒業後に必要
な力を身につける
ことができる授業
づくりが必要であ
る。 

②進路説明会や事業
所説明会の参加率
を高め、適切な進
路選択ができるよ
うにする必要があ
る。 

①教員向け研修を継
続的に実施するこ
となどにより、児
童・生徒が卒業後
に必要な能力を身
につけることがで
きる授業を展開し
ていく。 

②広報活動を充実さ
せ、進路説明会や
事業所説明会の参
加 率 を 高 め て い
く。進路説明会の
機会等を活用し、
保護者に卒業生の
状 況 を 伝 え て い
く。 



 

 

 

 

４ 地域等との協働 

・地域社会及び
関係諸機関との
連携を図り、児
童・生徒がいき
いきと生活でき
る地域社会づく
りに貢献する。 
・地域と共に学
び、地域におけ
る支援教育に関
する専門性を向
上する。 

①共生社会の実
現に向け、開
かれた学校を
めざす。 

②地域の学校や
関係機関と連
携し、センタ
ー的機能の充
実を図る。 

③児童自立支援
拠 点 と の 教
育・連携体制
を構築する。 

①理解啓発のための作
品展や、地域を対象
とした公開研修会等
を開催する。 

②幼・保・小・中・
高・特別支援学校の
ニーズに応じた教育
相談を進めるととも
に、市町支援チーム
会議等を支援する。 

③平成 29 年４月の児童
自立支援拠点の円滑
な開設に向け連携を
図る。 

①作品展参加者の
アンケートにお
ける肯定的評価
の割合、公開研
修会の開催回数
と参加者数 

②巡回相談等の実
施回数、支援チ
ーム会議等への
参加回数。 

③児童自立支援拠
点と適切に連携
を図ることがで
きたか。 

①作品展に 326
名の参加があ
り、肯定的評
価が 100％で
あった。公開
研修会を１回
実施し、校外
より 42 名の参
加があった。 

②巡回相談を 62
回実施（幼保
25 回､小 25 回
中 6 回､特支
４ 回 ､ 他 ３
回）した。 

③学部長・運営
部長等が中心
に、対象児童
生徒の観察や
本校での学校
見学を行った。 

① 地域に向けた公開
研修会のテーマや
講師を模索してい
く。 

②学校との巡回相談
や高等部入学予定
者移行支援巡回相
談等を通して情報
を密にするととも
に、教育委員会等
と連携をとり、ニ
ーズに合った教育
相 談 を 進 め て い
く。 

③引き続き、相互に
見学や打合せ等を
行いながら連携を
図り、次年度の児
童・生徒の受入れ
体制を確立してい
く。 

①小学校と平塚養護
学校との学校間交
流が下支えとな
り、通常の学級の
児童の特別支援学
級の児童への支援
につながってい
る。 

②地域の小学校への
巡回相談やケース
会議の実施が、障
害のある児童への
指導の充実に役立
っている。 

 

①作品展や公開研修
会の実施により、
支援教育に関する
理 解 啓 発 を 行 っ
た。 

②地域の学校への巡
回相談等を積極的
に行った。肢体不
自由特別支援学校
からの相談ニーズ
が増加している。 

③児童自立支援拠点
の円滑な開設に向
け、関係機関との
連絡調整や引継ぎ
を適切に行った。 

①広報活動や展示方
法の工夫等により
作品展の参加者を
増やしていく。 

②ケース会議等の日
程調整を工夫し、
地域の学校からの
相談ニーズに対応
で き る よ う に す
る。地域の学校に
おける研修ニーズ
を探り、研修の充
実を図っていく。 

③児童自立支援拠点
（子ども自立生活
支援センター）と
の連携を適切に行
い、関係児童・生
徒の教育の充実を
図っていく。 

５ 学校管理 
学校運営 

・教員の人格的
資質及び専門性
の向上を図る。 
・安全で安心で
きる指導体制及
び管理体制の整
備を進める。 
 

①教員の人権意
識と専門性の
向上に向けた
組 織 的 な 研
修・研究及び
授業改善を進
める。 

②保護者と連携
し、安全な医
療ケア等の実
施に努める。 

③地域との連携
を重視した防
災体制や安全
な教育環境の
整 備 を 進 め
る。 

①授業研究を活用した
授業改善を進めると
ともに、人権意識や
専門性を向上する研
修会を開催する。 

②医療ケア等に関する
関係者の情報共有を
確実に行うととも
に、保護者懇談会の
充実を図る。 

③ひらよう防災デーや
警戒宣言発令時対応
訓練の実践を通し、
防災体制の整備を行
う。 

①授業研究会や研
修 会 等 を 通 し
て、人権意識や
専門性の向上を
図ることができ
たか。 

②安全に医療ケア
等を実施するこ
とができたか。 

③ひらよう防災デ
ー、警戒宣言発
令時対応訓練の
参加者数。 

④保護者アンケー
トの肯定的回答
割合 95％以上｡ 

①公開授業や授
業研究会を行
うことにより
授業改善や学
部研究に取り
組んだ。 

②保護者懇談会
で情報交換を
行い、その内
容をケアルー
ム便りとして
配付した。 

③ひらよう防災
デーに保護者
及び児童生徒
26 名、地域の
方６名の参加
があった。対
応訓練は全校の
46％が参加し
た。福祉避難
所の運営等に
ついて、市の
担当部署と協
議を行った。 

①校内研究の活性化
を図ること等を通
して、各学部にお
ける専門性の向上
を図っていく。人
権意識を高める研
修を引き続き実施
していく。 

②保護者懇談会では、
開催期日を早めに周知
し、興味を引くテーマ
を設定し、参加者
を募っていく。 

③福祉避難所運営に
ついて平塚市と連
携し、運営マニュ
アルの作成を進め
る。年度当初に物
品や係分担等職員
の防災体制の確認
を行う。保護者の
防災に対する意識
を高められるよう
にＰＴＡと連携し
て訓練等を行う。 

①授業改善や学校研
究の推進のために
は、若手とベテラ
ンのコミュニケー
ションが重要であ
る。 

③地域の住民が一時
避難した後、福祉
避難所としての平
塚養護学校と自治
会がどのように連
携していくかを検
討する必要があ
る。 

＜保護者アンケート＞ 
99.3％が、学校の
健康と安全に配慮
した取組に肯定的
な評価 

①公開授業や授業研
究の活性化を通し
て、教員の専門性
向上を図った。 

②保護者懇談会の開
催により、課題を
共有し、安全な医
療ケア等の実施に
つなげた。 

③ひらよう防災デー
や対応訓練を実施
したが、参加率を
高 め る 必 要 が あ
る。平塚市と福祉
避難所の運営につ
いて検討したが、
実行性のある運営
マニュアルの整備
が必要である。 

①キャリア教育の構
造図を活用して、
公開授業や学校研
究を充実させ、教
員の専門性の向上
を図っていく。 

②広報や内容の充実
により、保護者懇
談会の参加者を増
やし、安全な医療
ケア等の実施に必
要な情報の共有を
行っていく。 

③興味を持って防災
意識を高めること
ができるよう、防
災フェスティバル
（仮称）を開催す
る。 


